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南相馬市パークゴルフ場指定管理者募集要項 
 
南相馬市では、南相馬市パークゴルフ場の管理運営を効果的かつ効率的に実施するため、指定管

理者を募集します。 

 

１ 施設の概要 

（１）名称 

    南相馬市パークゴルフ場 

（２）所在地 

南相馬市鹿島区川子字大 ２番地 

（３）施設の沿革、役割等 

南相馬市パークゴルフ場は、市民の心身の健全な発達と明るく豊かな生活の形成に寄与す

ることを目的とした施設として、平成２７年１１月に着工し、平成２８年９月２０日に竣工、

平成２８年１０月１５日から供用を開始しております。 

（４）設置目的 

南相馬市パークゴルフ場は、子供から高齢者までの誰もが気軽に利用できる施設であり市

民の健康増進や介護予防による健康寿命の延伸が期待されるとともに、地域間交流による交

流人口の拡大や、世代間交流の促進によるコミュニティの再構築を図る事を目的とした施設

です。 

（５）基本方針 

市民等の生涯スポーツ活動を支援・助長するスポーツ施設として、指定管理者の創意工夫

に基づいた管理運営により、質の高いサービスを利用者に提供するとともに、利用者が世代

を超えて交流のできる、地域に根ざした施設となることを目指します。 

（６）施設概要（規模、構造等） 

   ①敷地面積 70,124㎡ 

   ②施設内容 

    ア）パークゴルフ施設（6コース54ホール） 

    イ）管理棟１棟（153㎡） 

    ウ）維持管理棟１棟 

    エ）トイレ３か所 

    オ）休憩所１か所 

    カ）駐車台数261台 

    キ）その他設備（放送設備、スプリンクラー等） 

（７）運営に係る事項 

①利用者数（令和５年度・令和６年度実績） 

 

 施設利用者数見込み（令和８年度）５６，８００人 

区    分 令和５年度利用者数 令和６年度利用者数 

一回券利用者 ５，９０７人 ５，７２６人 

回数券利用者 ４２，８１０人 ４０，３４５人 

身障者 ２，９８７人 ３，１６３人 

その他（減免等） ５，２１６人 ４，８８２人 

合   計 ５６，９２０人 ５４，１１６人 



2 

②収支状況（令和５年度、令和６年度実績） 

 指定管理経費収支状況 
  （単位：円） 

項    目 令和５年度決算額 令和６年度決算額 

収
入 

指定管理料 ５，６６９，０００ １２，７２０，０００ 

利用料金 ２３，００３，２５０ ２０，８８９，９８０ 

その他 １３，３５０ ６８４，４００ 

合  計 ２８，６８５，６００ ３４，２９４，３８０ 

支 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出 

人件費 １９，６０５，８１８ １８，３５１，４０９ 

 
賃金 １２，４２０，７７５ １１，３１４，１８０ 

共済費 １，７８５，０４３ １，６３７，２２９ 

事務委託 ５，４００，０００ ５，４００，０００ 

需用費 ５，４５２，３２７ ３，５２３，７０９ 

 
消耗品費 ３，２９０，４５５ １，３０２，４３８ 

燃料費 ５７３，６９４ ３４１，５２０ 

水道光熱費 １，５８８，１７８ １，８７９，７５１ 

修繕料 ５１８，１４１ ７５８，６３８ 

役務費 １９９，６３５ １８３，３６０ 

  
通信運搬費 ９４，５２５ ９２，５８０ 

保険料 １０５，１１０ ９０，７８０ 

委託料 ６，４７６，８５８ １４，４２１，７８０ 

 

機械警備業務 ４７３，４４０ ４７５，４２０ 

芝管理業務 ３，２６９，０００ １１，３３８，０００ 

一般廃棄物収集運搬業務 １，２２３，４４０ １９８，０００ 

浄化槽維持管理業務 ４８１，４１８ ４３８，２４０ 

建築物衛生環境管理業務 ７７，０００ ７７，０００ 

受水槽維持管理業務 １，２２２，５６０ １，８９５，１２０ 

使用料及び賃借料 １８０，８１８ ７３，１８３ 

原材料費 ３５２，２７５ １，０３６、９１８ 

その他 １９５，８４５ ５３，９６０ 

合  計 ３３，２５１，７１７ ３８，４０２，９５７ 
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２ 指定管理者が行う管理の基準 

（１）休場日 

①休場日 

ア）１月１日から同月３日まで及び１２月２９日から同月３１日まで 

イ）芝の管理のため年数回臨時的に休場 

   ②休場日の変更等 

指定管理者が市民サービスの向上に有効と判断するときは、本市の承認を受けて、休

場日に開場したり、休場日を変更したりすることができますので、提案してください。 

（２）開場時間 

   ①４月１日から９月３０日までは、午前９時から午後５時まで 

   ②１０月１日から３月３１日までは、午前９時から午後４時まで 

ただし、指定管理者が市民サービスの向上に有効と判断するときは、本市の承認を受けて、

開場時間を変更することができますので、提案してください。 

（３）南相馬市情報公開条例の適用 

指定管理者は、南相馬市情報公開条例の規定に基づき、公の施設に関する情報の公開を行

うための必要な措置を講じていただきます。 

（４）個人情報の保護に関する法律及び南相馬市個人情報の保護に関する法律施行条例の適用 

指定管理者は、個人情報の保護に関する法律及び南相馬市個人情報の保護に関する法律施

行条例の規定に従い、公の施設の管理を通じて取得する個人情報を保護するために、必要な

措置を講じていただきます。 

（５）関係法令及び条例・規則の規定の遵守 

指定管理者は、下記の法令等を遵守してください。 

 ・地方自治法、地方自治法施行令ほか行政関連法 

 ・労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法規 

・消防法、消防法施行令ほか消防関連法 

・南相馬市スポーツ施設条例及び同条例施行規則 

・南相馬市スポーツ施設使用料及び利用料金の減免及び返還に関する規則 

・南相馬市障がい者の利用に係る公の施設の使用料又は利用料金の免除に関 する条例 

及び同条例施行規則 

 ・その他指定管理業務を行うにあたり遵守すべき法令等 

（６）維持管理業務 

施設や設備は、その機能と特性を十分に把握した上で全ての施設を清潔に保ち、かつ、そ

の機能を正常に保持するとともに、効率的な運転と必要に応じた保守点検を行ってください。 

（７）運営業務 

 ・公の施設であることを常に念頭に置き、施設の利用に関し、公平かつ適切にサービスの

提供を行うこと。 

 ・利用者の安全対策を第一に運営すること。 

 ・利用者に対応する時は、明るい笑顔であいさつし、親切・丁寧を心がけるように努める

こと。 

 ・アンケート等により利用者のニーズを常に把握し、管理運営に反映するように努めると

ともに、アンケート等の内容及び業務改善への反映状況を報告すること。 

 ・施設内を清潔に保つとともに、光熱水費の削減に努めること。 

 ・災害時、緊急時に備えた危機管理を徹底すること。 

（８）利用の増加に対する取組 

市では、スポーツ施設の利用者の増加に取り組んでおり、当該施設の令和８年度の利用者目

標数値を５６，８００人と設定していますので、利用者目標数値以上の達成に努めてください。 

なお、以後については、年間５％増と設定しています。 

（９）環境に対する取組 

南相馬市環境基本条例を遵守し、環境に配慮した施設管理に努めていただきます。 
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（10）業務の委託等 

指定管理者は、本事業の全部を第三者に委託し、又は請け負わせることはできません。 

ただし、清掃、警備など主要な業務以外の部分的な業務については、市の承諾を得て 

専門の事業者に再委託することができます。 

（11）ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に対する取組 

    施設の管理運営に当たっては、ＳＤＧｓの理念に沿って取り組むこと。 

 

３ 指定管理者が行う業務の範囲 

  施設の運営に関する業務基準は次のとおりですが、利用者の利便性と効率的な運営を踏まえ、

各事項について提案を求めます。 

（１）施設の管理及び運営に関する業務 

  ① スタッフの配置等に関すること 

   ア）スタッフの配置の目安は各々次のとおりです。 

施設名 管理責任者 管理業務（パート） 作業員 

南相馬市 

パークゴルフ場 

１名 
（午前８時３０分から 

午後５時１５分まで） 

２名 
（午前８時３０分から 

午後５時１５分まで） 

２名 
（午前８時３０分から 

午後５時１５分まで） 

イ）南相馬市パークゴルフ場に配置するスタッフは、施設の設置目的及び基本方針に則して

各施設の管理及び運営を行うこと。 

ウ）スタッフの勤務形態は、南相馬市パークゴルフ場の運営に支障がないよう、かつ、利用

者に対する柔軟な対応ができるようにすること。 

エ）スタッフのうち常勤の管理責任者と管理人を配置すること。 

オ）スタッフのうち常勤の管理責任者と管理人のうち、最低１名は「防火管理の資格を有す

る者」とする。 

カ）スタッフに対して、施設の管理運営に必要な研修を実施するとともに、スタッフの資質

の向上のため研修の実施及び技能習得のための研修会への参加を積極的に行うこと。 

  ②広報に関すること 

ア）施設案内及び利用の手引き等の作成及び配布をすること。 

イ）事業を市民等に周知する効果的な方法を検討し、実施すること。 

ウ）必要に応じて、情報誌等を作成及び配布すること。 

③その他に関すること 

   ア）市内のスポーツ施設を管理する指定管理者協議会に加入し、市全体のスポーツ施設の利

用促進を図ること。 

   イ）市内各スポーツ団体等と連携を図ること。 

   ウ）防火安全協会への加入及び研修会等に参加すること。 

（２）施設及び設備の維持管理に関する業務 

   ①保守管理業務 

   ア）仕上材の浮き、ひび割れ、はがれ、かび等が発生しない状態を維持し、かつ美観を維持

すること。 

   イ）建築設備（給排水設備、空調設備、電気設備等）は、日常点検、法定点検及び定期点検

等を行い、初期の性能を維持すること。 
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ウ）点検及び検査に係る業務名 

指定管理者が行う業務は、次のとおりですので、別添仕様書に基づき行うこと。 

業 務 名 

消 防 用 設 備 保 守 点 検 業 務 

建 築 物 環 境 衛 生 管 理 業 務 

浄 化 槽 維 持 管 理 業 務 

浄 化 槽 清 掃 業 務 

受 水 槽 維 持 管 理 業 務 

 エ）施設の維持管理に係る業務名 

指定管理者が行う業務は、次のとおりですので、別添仕様書に基づき行うこと。 

業 務 名 

芝 管 理 業 務 

清 掃 業 務 

機 械 警 備 業 務 

一 般 廃 棄 物 収 集 運 搬 業 務 

  ②設備備品、什器、厨房機器等の管理業務 

   ア）業務内容 

浄化設備の始動及び停止操作、浄化設備運転状況の管理（随時）、運転状況の確認（随

時）、空調設備のマニュアルに基づいた操作、施設内の温度設定・運転状況の確認（随

時）を行う。 

   イ）施設内備品の保守管理 

     ・施設の運営に支障をきたさないよう、施設内の備品管理を行うこと。 

     ・市が作成する備品台帳に基づき適正に管理を行うこと。 

     ・破損、不具合が生じた場合には、本市に速やかに報告すること。 

   ウ）新規備品の購入について 

     ・施設内の備品以外に指定管理者が必要とする備品が生じた場合は、市に報告すること

とし、備品購入についての協議を行うこと。なお、備品は市に帰属するものとする。 

③施設、設備器具等の修繕業務 

指定管理者は、施設、設備器具又は市が備え付けた物品等がき損、滅失したときは、速や

かに市に報告するとともに、市の指示により修繕を行うこと。 

なお、指定管理者の故意、過失によりき損、滅失したときは、指定管理者の負担により原

状回復すること。 

また、特別の設備、備付け以外の器具の利用及び造作を加える場合は、必ず市長の許可を

受けてから行うこととし、それに修繕が必要となった場合は、その設置者の責任と負担によ

り修繕すること。 

（３）施設利用許可等に関する業務 

 ①施設の利用申請を受け付け、その申請に対して利用許可を行うこと。 

 ②附属備品の利用申請を受け付け、貸し出すこと。 

③使用許可を取り消す必要があると認める場合は、特に慎重に行い、あらかじめ市と協議する

こと。 

④火気等危険物の使用に係る指導をすること。 

⑤警察及び消防等への諸届出等の指導及び助言をすること。 

⑥利用時に利用許可書等書類を確認すること。 

⑦利用者の持込器材等の搬入搬出に立会うこと。 

⑧利用者が放送設備等の操作を行う場合は、指導及び助言をすること。 

⑨特殊器具及び設備等利用の確認をすること。 

⑩施設及び設備等の利用後の確認をすること。 

⑪施設の利用記録及び管理をすること。 

⑫施設の利用状況の分析及び統計調査をすること。 

⑬利用者が設備、備品等の使用において、施設を損傷することが無いように十分注意すること。 



6 

（４）利用料金の徴収、減額及び免除に関する業務 

 ①利用者から、利用料金を徴収すること。徴収方法は原則として前納とすること。 

 ②指定管理者は、「南相馬市スポーツ施設条例施行規則」「南相馬市スポーツ施設使用料及び

利用料金の減免及び返還に関する規則」及び「南相馬市障がい者の利用に係る公の施設の使

用料又は利用料金の免除に関する条例」で定める基準に従い、収受する利用料金を減額し、

又は免除すること。 

③利用者数や徴収した利用料金等について、報告書を作成すること。 

（５）緊急時の対応に関する業務 

①自然災害、人為災害、事故等あらゆる緊急事態、非常事態、不測の場合には適切な措置を

講ずるとともに、遅滞なく、本市、関係機関に通報すること。 

②災害等緊急時の避難、誘導、安全確保、必要な通報等についての対応計画を作成し、緊急

事態の発生時には的確に対応すること。 

③消防署等から指摘があった場合は、直ちに改善措置を講ずること。ただし、予算措置が必

要となるものについては、市と協議すること。 

④災害時、非常時を想定した避難訓練を実施すること。 

⑤危機管理体制を構築し、防災計画等を作成すること。 

（６）その他に関する業務 

  ①事業計画書及び収支予算書の作成に関する事項 

  ②事業報告書の提出に関する事項 

管理運営業務の実施状況に関して月ごとにまとめ、四半期ごと及び年度終了ごとに報告書

を作成し、施設担当課へ提出すること。 

  ③市等関係機関との連絡調整に関する事項 

 
４ 指定の期間 

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間）とします。 

ただし、管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を取り消すことがあります。 

 

５ 自主事業 

指定管理者は、施設の設置目的を達成するため、本施設を活用し自主事業を実施できますので、

自主事業計画書により提案してください。 

なお、行政財産の目的外使用に該当する自主事業は事前に市の許可が必要となります。 

（１）自主事業とは、施設の設置目的に沿って指定管理者が独自に企画し行う事業です。施設内に

おいてイベントや物販などを開催し、設置条例で定める利用料金以外の料金を参加者等から徴

収する事業を含みます。 

（２）自主事業の実施により収入を得た場合は、その収入は指定管理者に帰属します。なお自主事

業の実施に要する経費は指定管理料には含まれません。 

（３）自主事業実施の可否は、施設の設置目的に照らして判断することになりますので、設置目的

を踏まえてふさわしくないと判断される事業の場合は、実施の許可・承認しないことがありま

す。 

（４）自主事業が、指定管理業務に支障を与えていると判断される場合は、自主事業の改善、中止

等を命じる場合があります。 

（５）提案する自主事業の実施を市が認めない場合、申請そのものを辞退する可能性がある団体は、

必ずその旨を事業計画書に明示してください。 

（６）自主事業の提案にあたっては、働き世代（特に30～50代）が参加しやすい事業を１事業以上

提案してください。 
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６ 利用料金収入の取扱い 

（１）施設の利用料金は、指定管理者の収入として取扱います。また、指定管理者は、本市と利用

料金の額の設定に係る協議を行い、条例の範囲内で利用料金の額を決定します。 

（２）南相馬市障がい者の利用に係る公の施設の使用料又は利用料金の免除に関する条例第２条、

同施行規則第２条、南相馬市スポーツ施設条例第２３条、南相馬市スポーツ施設使用料及び利

用料金の減免及び返還に関する規則第２条に該当する場合は、利用料金を減額し、又は免除す

るものとします。 

なお、施設の有効利用、利用促進、利便性の向上等を考慮し、事前に協議の上、利用料金の

減免の基準を設定することができます。 

 

７ 指定管理者と本市の責任分担 

項   目 指定管理者 本市 

運営の基本的考え方 ◎ 
○ 

条例・規則事項 

広報 ◎ 
○ 

市広報関係 

物価変動 ◎  

金利変動 ◎  

施設の管理運営 ◎  

物品の管理 ◎  

必要な消耗品の購入 ◎  

備品の購入、修繕（1件20万円未満） ◎  

施設の利用許可 ◎  

不服申立、行政財産の目的外使用許可  ◎ 

苦情対応 ◎ ○ 

事故・火災対応（利用者の安全確保、避難誘導、被害調査、

報告、応急措置） 
◎ ○ 

災害復旧  ◎ 

施設及び設備の修繕、改修（１件３０万円未満） ◎  

施設及び設備の修繕、改修（１件３０万円以上）  ◎ 

利用者に係る施設賠償保険の加入 ◎  

第三者への賠償 

指定管理者として注意義務を怠ったこ

とによるもの 
◎  

上記以外の理由によるもの  ◎ 

施設の火災保険への加入  ◎ 

包括的管理責任  ◎ 

◎印が主たる責任者とし、○印は補完的対応である。 

 

８ 実地調査及び実績評価に関する事項 

市は指定期間中に実地調査及び実績評価を実施します。 

（１）事業報告書の提出 

指定管理者は事業報告書を作成し本市に提出します。 

（２）実地調査の実施 

市は、指定管理者の業務の遂行状況や実績を確認するため、実地調査を行います。 

（３）実績評価の実施 

市は事業報告書及び実地調査に基づいて、業務の水準を確認するために実績評価を行います。 

   なお、実績評価の結果、指定管理者の業務が基準を満たしてないと判断した場合、市は指定

管理者が必要な改善措置を講じるよう通知や是正通告を行い、それでも改善がみられない場合、

指定を取り消すことがあります。 
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９ 指定管理料 

市は、指定管理者に対して、施設の管理経費から利用料金を差し引いた額を予算の範囲内で、

指定管理料として支払います。 

 

（１）指定管理料は、応募団体からの提案額を基本に、市と指定管理者で協議のうえ、協定で定め

ます。 

原則として四半期ごとに指定管理料を４分割した額を支払うこととします。 

（２）市が支払う「南相馬市パークゴルフ場」の指定管理料の参考基準価格は、次のとおりです。 

 

 令和８年度 １２，３６７，０００円 

 令和９年度 １２，３６７，０００円 

令和１０年度 １２，３６７，０００円 

令和１１年度 １２，３６７，０００円 

令和１２年度 １２，３６７，０００円 
 

なお、減免による利用料金収入の減収については、指定管理料に当該減収分が見込まれている

ものとし、補てん等の措置は行いません。 

南相馬市子どもの利用に係るスポーツ施設の使用料又は利用料金の免除に関する条例」に基づ

き、減免した利用料金は補填を行います。ただし、同条例で定める期間は令和９年３月３１日ま

でとしており、これを延長しない場合、令和９年度以降は、利用者からスポーツ施設の使用料又

は利用料金を徴収することとなります。 

（３）各年度の指定管理料の額については、提案額を基に実績を勘案し協議の上、毎年度「年度別

協定」において定めることとします。 

※ 参考基準価格 

施設の管理運営にあたり「最低限実施すべき業務に必要な経費（支出）」と「利用

料（収入）」との差引額であり、市が指定管理者に支払う「指定管理料」の目安です。 

なお、選定にあたっては、経費面だけではなく、計画書の内容について総合的な

評価を行うことから、応募団体の提案額が参考基準価格を超えても、ただちに不選

定とするものではありません。 

（４）施設の管理運営に係る会計処理においては、必要な書類を整備しておく必要があります。 

（５）指定管理者が行う管理運営業務に関する出納その他の事務の執行については、地方自治法の

規定により市の監査委員の監査の対象となりますので、書類等の整備については、適正に管理

する必要があります。 

 

１０ 応募資格 

（１）市内に事務所等活動の拠点を有する団体とします。 

（２）次に該当する団体は、応募することができません。 

 ①地方自治法施行令第１６７条の４の規定に基づき、市の入札に参加できない団体 

②地方自治法第２４４条の２第１１項の規定に基づき、指定の取消し処分を直近２年以内

に受けた団体 

 ③指定管理者の指定を管理の委託とみなした場合に、地方自治法第９２条の２（議員の兼業禁

止）、第１４２条（市長の兼業禁止）、１６６条（副市長の兼業禁止）又は第１８０条の５第

６項（委員会の委員の兼業禁止）の規定に抵触することとなる団体 

 ④市税を滞納している団体（法人以外にあっては、代表者が滞納している場合） 

 ⑤会社更生法、民事再生法等による手続きを行っているもの 

⑥法人格がない団体にあたっては、その代表者が以下のいずれかに該当している場合  

ア）法律行為を行う能力を有しない者 

イ）破産者で復権を得ない者 

⑦暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に掲げる暴力団及びそれら
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の利益となる活動を行う団体 

⑧下記の「１９ 暴力団排除措置」に該当する団体 

 

１１ 募集要項の配布等 

（１）配布場所及び連絡先 

南相馬市健康福祉部スポーツ推進課 

住所 南相馬市原町区小川町３２２番地の１ 

電話 ０２４４－２４－５２８０ ＦＡＸ ０２４４－２４－５４６８ 

Ｅ－mail  sports@city.minamisoma.lg.jp 

※募集要項や提出書類等の関係書類は市のホームページからダウンロードできます。 

市ホームページアドレス：http://www.city.minamisoma.lg.jp/ 

（２）配布期間 

令和７年７月１８日（金）から令和７年９月１６日（火）まで 

   （土日を除く、午前８時３０分～午後５時まで） 

（３）現地説明会の開催 

   応募方法、提出書類等についての説明会を下記により開催します。 

   申請書の提出を予定している団体は必ず出席願います。 

① 日  時 

令和７年８月２８日（木） 午後３時～午後４時３０分まで 

②場  所 

南相馬市パークゴルフ場 

② 申込方法 

令和７年８月２２日（金）午後５時までに、上記連絡先へ説明会参加申込書（様式１）を

持参又はＦＡＸ、メールにより提出願います。 

（４）募集要項に関する質問受付 

募集要項の内容等に関する質問を以下のとおり受け付けます。 

① 受付期間 

令和７年９月５日（金）午後５時まで 

②受付方法 

質問書（様式２）に記入のうえ、持参又はＦＡＸ、メールにより提出してください。 

③回答方法 

文書回答とし、質問者、現地説明会出席者へはＦＡＸ、メールにより回答いたします。 

 

１２ 提出書類 

この要項により指定管理者の指定を受けようとする団体は、提出期間内に次の書類を各１３

部（正１部、副１２部）提出してください。なお、各様式には通し番号を記載してください。 

（１）指定管理者指定申請書 

（２）管理に関する業務の事業計画書 

（３）管理に関する業務の収支予算書（指定期間にかかる年度毎） 

（４）定款の写し及び登記事項証明書（法人以外の団体にあっては、会則等） 

（５）前事業年度の損益計算書及び貸借対照表 

（６）市税の完納証明書 

（７）宣誓書 

 

１３ 申請書の提出先及び提出期限 

（１）提出先は、南相馬市健康福祉部スポーツ推進課です。 

（２）提出期限は、令和７年９月１６日（火）午後５時までとします。 

 

 

 

 

http://www.city.minamisoma.lg.jp/
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１４ 指定管理者の選定等 

（１）指定管理者選定の方式 

指定管理者の選定は公募型プロポーザル方式とします。 

※公募型プロポーザル方式 

選定する場合において、一定の条件を満たす候補者を公募し、当該業務に係る実施体

制、実施方針、プロジェクトに対する提案書の提出を受け、必要に応じヒアリングを実

施した上で、提案書の評価を行い、当該業務に最も適した事業者を選定する方式です。 

（２）応募団体の審査 

南相馬市指定管理者選定審査委員会において、まず書類審査を行い、その後書類審査通過団

体によるプレゼンテーションを実施し、それらを総合的に判断して、指定管理者の候補団体（優

先交渉権者）を決定します。 

なお、書類審査通過団体によるプレゼンテーション審査については、１０月中旬を予定して

おりますが、詳細については、後日、対象団体へ連絡します。 

（３）審査結果の通知及び公表 

審査結果については、応募書類を提出した全団体に対して通知するとともに、ホームページ

への掲載等により公表いたします。 

（４）協定の締結 

市と優先交渉権者は細目について協議を行い、仮協定を締結します。 

仮協定書は指定議案及び予算の議決後、正式な協定書となるものです。 

なお、協定は指定期間を通じての基本的な事項を定めた「基本協定」と年度ごと業務事業実

施に係る事項（指定管理料）を定めた「年度協定」を締結します。 

 

１５ 選定の基準等 

（１）選定基準（指針内容） 

①事業計画の内容が、市民の平等な利用を確保されるものであること。 

②事業計画の内容が、サービスの向上を図られるものであること。 

③事業計画の内容が、施設の効用を最大限に発揮されるものであること。 

④事業計画の内容が、管理に係る経費の縮減が図られるものであること。 

⑤事業計画の内容が、施設の管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有するものであるこ 

と。 

⑥業務の遂行上知り得た個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、又は

識別され得るものをいう。）を漏らし、又は不当な目的に使用しない体制が整備されているも

のであること。 

⑦事故災害等における利用者への安全かつ安心な避難など危機管理体制が確立しているもの 

であること。 

⑧その他公の施設の性質又は目的に応じて市長が定める基準 

（２）審査項目 

① 市民の平等な利用を確保すること 

 ア）施設の設置目的及び市が示した管理の方針の実現 

 イ）平等な利用を図るための具体的手法及び期待される効果 

② サービスの向上を図ること 

 ア）利用者に対するサービスの向上を図るための具体的手法 

 イ）自主事業の提案内容の具体的手法及び期待される効果 

③ 施設の効用を最大限に発揮すること 

 ア）各施設の効用の最大化を図るための具体的手法 

④ 施設の管理に係る経費の縮減が図られること 

 ア）施設の管理運営に係る経費の縮減 

⑤ 施設の管理を安定して行うための物的能力・人的能力 
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ア）安定的な運営が可能となる人的能力 

イ）収支計画の内容、適格性及び実現の可能性 

ウ）安定的な運営が可能となる財政的基盤 

エ）類似施設の運営実績 

⑥ 個人情報保護の措置 

 ア）個人情報保護の管理体制 

⑦ 事故災害等における利用者への安全かつ安心な避難など危機管理体制の確立 

ア）緊急時対応マニュアルの整備 

 

１６ 業務引継ぎ  

指定管理者に指定された後は、すみやかに業務引継ぎに入っていただきます。  

なお，令和８年３月３１日以前に、業務引継ぎに要した費用は、指定管理者として選定され

た団体の負担とします。また、指定管理期間開始前に施設利用者が購入した利用券（回数券、

年間利用券）は、そのまま引き継ぎ、利用可能としますが、収入の帰属については、前指定管

理者のものとなります。 
 

１７ 応募に際しての留意事項 

（１）応募内容の変更禁止 

提出書類の内容を変更することはできません。 

（２）虚偽の記載をした場合の取扱い 

提出書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

（３）応募の辞退 

応募受付後に辞退する場合は、辞退届を提出してください。 

（４）費用負担 

応募に関して必要となる費用は、応募団体の負担とします。 

（５）提出書類の取扱い 

提出書類の著作権は応募団体に帰属します。ただし、市は、指定管理者の決定の公表等必

要な場合は、事業計画書等の内容を無償で利用できるものとします。 

また、提出書類は、南相馬市情報公開条例に基づく情報公開の対象となります。 

    なお、提出書類は、理由の如何を問わず返却いたしません。 

（６）接触の禁止 

応募団体は、南相馬市指定管理者選定審査委員会委員、本件関係市職員に対し本件応募に

ついて不正な接触を禁じます。不正な接触の事実が認められた場合には失格となります。 

（７）重複提案の禁止 

    応募一団体につき一つの提案とします。 

 

１８ 指定管理者の取消し等 

指定管理者の優先交渉権者が、正当な理由なくして協定の締結に応じない場合、事業の履行

が確実でないと認められる場合、又は、著しく社会的信用を失うこと等により指定管理者とし

てふさわしくないと認められる場合は、指定管理者の指定の決定を取り消すことがあります。 

 

１９ 暴力団排除措置 

指定管理者の指定を受けようとする団体又は指定を受けた団体等の役員等（法人にあっては

非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他団体にあっては法人の役員等と同

様の責任を有する代表者、理事等をいう。以下同じ。）が次のいずれかの事項に該当すると認

められた場合は、当該団体について指定管理者の指定を行わないこととし、また、指定後に該

当する事態となった場合は、指定の取り消しその他必要な措置を講ずることになります。 

（１）暴力団の関係者（以下「暴力団関係者」という。）であると認められるとき。 

（２）暴力団の威力を背景として、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律施行規則（平

成３年国家公安委員会規則第４号。）第１号各号に掲げる行為（以下「暴力的不法行為等」

という。）を行ったと認められるとき。 
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（３）暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与していると認め

られる団体、法人等（以下「暴力団等」という。）に暴力的不法行為等をさせたと認められ

るとき。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴力団対

策法」という。）第２条第８号に規定する準暴力的不法行為を行い、又は同法第 10条の規定

に違反する行為を行ったと認められるとき。 

（５）暴力団対策法第２条第７号に規定する暴力的要求行為に関与したと認められるとき。 

（６）暴力団等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど暴力団等の維持運営に協力し、

若しくは関与したと認められるとき。 

（７）自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に債務の履行を強要し、若しく

は損害を加える目的をもって暴力団の威力又は暴力団等を利用したと認められるとき。 

（８）暴力団等であると知りながら、暴力団等と下請契約や資材等の購入計画を締結するなど暴力

団等を不当に利用したと認められるとき。 

（９）暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

 

２０ その他 

（１）事業の継続が困難となった場合の措置 

①指定管理者の責めに帰すべき理由により業務の継続が困難になった場合は、市は、指定の取

り消しができるものとします。その場合は、市に生じた損害は、指定管理者が賠償するもの

とします。 

なお、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、業務を遂行できるよう引継ぎを行うものとし

ます。 

②災害その他の不可抗力など市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない理由により

業務の継続が困難になった場合は、事業継続の可否について協議するものとし、一定期間内

に協議が整わないとき市は、協定を解除できるものとします。 

なお、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、業務を遂行できるよう引継ぎを行うものとし

ます。 

（２）協定書の解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生じた場合は、市と指定管

理者は誠意をもって協議するものとします。 

（３）ネーミングライツ募集について 

   本施設の愛称の命名権（ネーミングライツ）を令和７年度中に募集し、令和８年度当初から 

愛称の使用を開始する予定です。 


